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３．施策の推進について 

３－１ 居住支援の取組み 

高齢者や障がい者、低額所得者、子育て世帯、外国人などについては、自力で一定

の質を備えた住宅を確保できない場合があります。また、新型コロナウイルス感染症

に起因する社会情勢の急激な変化等で住宅に困窮する府民に対して、居住の安定確保

のための施策を講じることが行政に求められています。 

福祉施策とも連携し、居住支援の仕組みを機能させつつ、民間賃貸住宅や公的賃貸

住宅といった住宅ストック全体を活用して居住の安定確保を図るため、これまでの取

組みの方向性を継続・発展させていくことが必要です。 

 世帯や住宅ストックの状況は、地域によって異なることから、地域ごとの需要やニ

ーズをきめ細かく把握し、地域の実情に応じた施策展開を図るべきです。 

 

①住宅セーフティネット制度 

 民間賃貸住宅を活用し、高齢者や障がい者、低額所得者、子育て世帯、外国人な

どの住宅確保要配慮者が安心して住まいを確保できるように住宅セーフティネッ

ト機能の充実が必要です。 

 住宅確保要配慮者の範囲は、住宅セーフティネット法、同法施行規則及び同法に

基づく基本方針に示されている者全てとするべきです。 

・低額所得者 

・被災者（発災後 3年以内） 

・高齢者 

・身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者、その他の障がい者 

・子ども（高校生相当以下）を養育している者（妊婦がいる世帯も含む） 

・外国人 

・中国残留邦人 

・児童虐待を受けた者 

・ハンセン病療養所入所者 

・ＤＶ（ドメスティック・バイオレンス）被害者 

・北朝鮮拉致被害者等 

・犯罪被害者等 

・生活困窮者 

・更生保護対象者     

・東日本大震災による被災者 
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・海外からの引揚者 

・新婚世帯 

・原子爆弾被爆者 

・戦傷病者 

・児童養護施設退所者 

・LGBTをはじめとする性的マイノリティ 

・UIJ ターンによる転入者 

・住宅確保要配慮者に対して必要な生活支援等を行う者（※） 

   ※「住宅確保要配慮者に対して必要な生活支援等を行う者」としては、生活支援等のた

めに施設や対象者の住宅等の近隣に居住する必要がある、介護士、保育士等を想定。 

 

 ②セーフティネット住宅 

  住宅セーフティネット法に基づくセーフティネット住宅の登録にあたっては、こ

れまでと同様に、高齢者専用などの住宅確保要配慮者専用賃貸住宅とする場合を除

き、「対象となる住宅確保要配慮者の範囲を限定しない」こととし、入居拒否・入居

差別の解消に向けた取組みを継続するべきです。 

 

  セーフティネット住宅の床面積基準については、住宅確保要配慮者の多様なニー

ズに応えるため、次のとおり、住宅の種類別に、国土交通省令等で定める基準を緩

和するべきです。 

 

住宅の種類 緩和基準 備考 

一般型住宅 床面積の規模「25㎡以上」を「18㎡以上」に

緩和 

 

一部共用型住宅 

（居室の一部を共

用） 

床面積の規模「18㎡以上」を「13㎡以上」に

緩和。ただし、台所、浴室又はシャワー室のい

ずれかが共用されているもののみを対象。 

 

共同居住型賃貸住

宅（ひとり親世帯

を除くシェアハウ

ス） 

住棟全体での規模「15㎡×A（入居者数）＋10

㎡以上」を「13.5㎡※1×A（入居者数）＋10㎡

以上」に緩和し、専用居室の規模「９㎡以上」

を「7.5㎡以上」に緩和。 

・共同居住型賃貸住宅と

は、賃借人（賃貸人が当該

住宅に居住する場合にあ

っては、当該賃貸人を含

む。） が共同して利用す

る居間、食堂、台所その他

の居住の用に供する部分

を有する賃貸住宅をい

う。 

 

・4.5 畳（7.5㎡程度）、6畳

共同居住型賃貸住

宅（ひとり親世帯

住棟全体での規模「15 ㎡×B＋22 ㎡×C＋10 

㎡以上」を「13.5㎡×B＋20㎡ ※2×C＋10 ㎡
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向けシェアハウ

ス） 

以上」に緩和し、ひとり親世帯向け専用居室

の規模「12㎡以上」を「10 ㎡以上」に緩和。

ただし、住宅全体の面積が 13.5㎡×B＋22㎡

※3×C＋10㎡以上の場合、 8㎡※4以上 

 

（留意事項） 

入居する子どもの人数、年齢や性別に応じて、

居住環境の向上に向けた配慮をすること。 

（9.9㎡程度）を考慮。 

 
・A≧2（A＝入居者数） 

B≧1かつ C≧1もしくは 

B=0 かつ C≧2 

B：ひとり親世帯向け居室 

以外の入居者の定員 

C：ひとり親世帯向け居室 

の入居世帯数の定員 

 

・※１：15㎡－(9㎡－7.5 

㎡)＝13.5㎡  

※２：22㎡－(12㎡－10 

㎡)＝20㎡ 

※３：24㎡－(2㎡－10 

㎡)＝22㎡  

※４：10㎡－(12㎡ー10 

㎡)＝8㎡ 

 

ただし、ひとり親世帯向けシェアハウスの基準については、「市町村長の承認を得

た場合はこの限りではない。」といった緩和規程も検討するべきです。 

 

  セーフティネット住宅の登録促進のため、引き続き不動産関係団体等を通じた働

きかけを行うとともに、登録の有効期間が終了したサービス付き高齢者向け住宅な

どこれまでに公的な支援を受けて供給された優良な民間賃貸住宅の事業者等へ登

録を促すことなども検討するべきです。 

 

  セーフティネット住宅登録戸数については、令和７年度末までに２万戸登録とし

ていた目標を令和２年度中に達成したこと、令和３年３月改定の住生活基本計画

（全国計画）において新たな登録戸数目標の設定が行われず観測指標とされたこと

から、大阪府においては、セーフティネット住宅の登録戸数に代わって、住宅確保

要配慮者の支援状況を直接把握できる新たな目標設定を行うべきであり、住宅確保

要配慮者の年間入居契約件数を把握することが考えられます。ただし、民間賃貸住

宅等の入居契約時に入居者が住宅確保要配慮者であるかを確認することは制度の

趣旨に反することもあることから、一定金額以下の家賃の民間賃貸住宅への入居契

約件数を把握するなど、居住支援体制の充実度合を一定程度把握できる指標とする

べきです。あわせて、単に低家賃住宅の入居契約件数の増加をめざすのではなく、

居住支援の相談に至った理由の分析なども併せて行うことが必要です。また、目標

設定に当たっては、府内公的賃貸住宅の年間募集戸数及び新規入居戸数を目安とし

て、居住支援体制の充実度合を計ることが考えられます。これにより、民間賃貸住

宅と公的賃貸住宅を合わせた住宅セーフティネット機能の拡大を図るべきです。 
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③居住支援法人 

 居住支援体制構築の核となる居住支援法人の指定については、住宅確保要配慮者

の支援を行う社会福祉協議会、社会福祉法人、NPO 法人、家賃債務保証業者や宅建

事業者等を、これまで同様に積極的に指定し、府内の各地域において各種相談等に

応じられる体制構築をめざすべきです。 

 居住支援法人の活動は様々であるため、どの法人がどういった支援活動をしてい

るのか、住宅確保要配慮者や不動産事業者等への情報提供の充実が求められていま

す。 

  また、包括的で柔軟性やスピード感を持った対応が期待できる居住支援法人の活

動を様々な面から支援することが必要であり、国の補助制度の周知や補助申請手続

きの支援、高齢者の見守りなど活動拠点の整備等に向けた公的賃貸住宅ストック等

の貸し出しなど公的賃貸住宅の管理者との連携による安定的な経営の支援などを

検討するべきです。特に、活動拠点の整備等に向けた公営住宅の目的外使用につい

ては、先進的な事例等を各公的賃貸住宅事業者に周知するとともに、わかりやすい

広報資料を作成し地域住民の理解を進めるなど、居住支援法人が活動しやすくなる

よう環境整備を進めることも必要です。 
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 ④協力店・相談協力店（不動産事業者）  

  住宅確保要配慮者の住まい探し相談に応じる不動産事業者である協力店の登録

や、協力店のうち特に積極的に相談対応等に取り組む不動産事業者である相談協力

店の指定については、引き続き、不動産関係団体等と連携しながら積極的に推進す

るべきです。 

  また、市役所等で行われる住まい探し相談会等を積極的に開催するなど、協力店

や相談協力店が活躍する場を提供することも検討するべきです。 

 

 ⑤居住支援協議会 

  居住支援法人、協力店・相談協力店、家賃債務保証業者、行政の住宅部局や福祉

部局等の連携を強化し、地域の実情に応じた居住支援体制の構築に向けた協議を行

うべきです。 

顔の見える範囲で居住支援協議会が設置されることが望ましく、大阪府は、市町

村単位や区役所単位での居住支援協議会の設立を積極的に支援していくべきです。

居住支援協議会の設立にあたっては、行政を中心とした協議会だけでなく、社会福

祉協議会や居住支援法人、地域で活動している不動産事業者等を中心にした協議会、

各種団体の代表者で構成する協議会ではなく現場で活動している人達のネットワ

ーク型の協議会、福祉分野の協議会など既設の組織に居住支援の取組みを加える形

での協議会など、様々な形の居住支援協議会設立を進めるべきです。また、引き続

き各地域で行われる勉強会への支援をするべきです。 

  令和３年３月改定の住生活基本計画（全国計画）において、居住支援協議会を設

立した市区町村の人口カバー率を令和 12 年度末までに 50％以上にするという目標

が設定されました。大阪府においても同様の目標を設定するべきです。 
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 ⑥連携、情報共有の強化 

  居住支援に関わる者が、それぞれの分野で活動するだけでなく、他の分野の情報

も把握し連携することで、相乗効果を高めていく取組みを進めていくべきです。 

例えば、入居契約において緊急連絡先になる居住支援法人を宅建事業者等とマッ

チングしたり、家賃債務保証業者と見守り等を行う居住支援法人が連携して家主の

不安解消を図ることで住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への入居を支援する、公営

住宅の入居申込の抽選に外れた人にセーフティネット住宅や居住支援法人を紹介

する、身分証明書がなかったり携帯電話の契約が切れて SNSでしか連絡が取れない

住宅確保要配慮者の入居支援を民間事業者と行政が連携して行うことなどが考え

られます。 

  また、円滑な居住支援のため、令和３年６月に国土交通省及び法務省が策定した

「残置物の処理等に関するモデル契約条項」による死後事務委任契約や、国土交通

省において検討が進められている「心理的瑕疵の取り扱いに関するガイドライン」、

前述した公営住宅の目的外使用手続きなど、住宅の賃貸借契約に係る基準や指針、

手続き等について、情報共有を強化することが必要です。 

  居住支援の実施にあたっては、民間賃貸住宅に限らず公的賃貸住宅の活用も有効

であるため、各地域において、公的賃貸住宅事業者とも連携し、各種情報の共有等

を強化するべきです。 
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３－２ 住宅確保要配慮者の属性ごとの居住支援 

（１）高齢者世帯 

大阪府高齢者計画 2021 における各種の取組みとも連携し、高齢者が可能な限り

住み慣れた地域において安心してくらせるよう、高齢者向け住宅を供給する必要が

あります。令和３年３月改定の住生活基本計画（全国計画）において、65歳以上の

高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合を令和 12 年度末時点で４％とする目標

が示されていますが、大阪府内においては、令和２年度末時点で達成しています。

このため、今後、高齢者向け住宅の供給戸数については、目標値を設定せず把握す

るべき指標として観測していくべきです。また、団塊世代の一時的な需要に対応す

るため、65 歳以上人口だけでなく 75 歳以上人口の動向にも注視しつつ、既存スト

ック改修等による小規模な高齢者向け住宅の供給等を検討する必要があります。 

 

サービス付き高齢者向け住宅については、自律型、併設施設地域開放型、分散型

など地域の実情に応じた良質で多様なタイプの住宅が供給されるよう整備基準の

緩和を検討するべきです。また、医療機関との連携や看取りなどの提供サービスに

ついて、国土交通省が令和３年度中の省令改正を検討している運営情報の登録義務

化に基づき、適切な情報開示を進めるべきです。 

入居者の居住の安定確保を図るため、サービス付き高齢者向け住宅の事業者が事

業廃止や事業承継を行う際には、事前に登録主体（大阪府、政令指定都市、中核市）

への協議を義務付けるなどの手続きを明確にするべきです。また、登録有効期間が

終了する際には、有料老人ホームの届出が必要になる場合があるなど、事業者に対

し適切な周知を行うべきです。 

 

サービス付き高齢者向け住宅と連携している介護保険事業者が、適切なサービ

スを提供するよう、大阪府高齢者計画 2021（介護給付適正化計画）における介護

給付等適正化の取組みを進めるべきです。市町村は、国の「介護給付適正化計画

の計画策定に関する指針」等に基づき、適正化事業を実施していますが、保険者

の体制等には差があり、取組みにもばらつきがあることから、大阪府としては、

先行事例の共有等を通じ市町村の取組みを支援していく必要があります。また、

国の「高齢者向け集合住宅関連事業所指導強化推進事業」の活用を希望する市町

村に対しては相談支援を行うなど、市町村の課題に応じて支援するべきです。 

 

上記から、高齢者向け住宅の戸数及びサービス付き高齢者向け住宅の入居率を観
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測指標とするとともに、高齢者住まい法第７条第１項第９号の規定によるサービス

付き高齢者向け住宅の基準を改め、次のとおりとするべきです。 

 

サービス付き高齢者向け住宅の基準の追加 

１） 緊急通報装置の設置 

入居者の心身の状況が急変した場合にサービス提供者に通報できるよう、少なく

とも住戸内の居室部分、便所及び浴室に緊急通報装置を備えること。なお、共用部

分に設置する、入居者が利用する便所及び浴室についても同様とする。 

 

２） 耐火性能の確保 

  延べ面積 200㎡以上又は階数４以上の場合は、建築基準法（昭和 25年法律第 201

号）に定める耐火建築物又は準耐火建築物とすること。 

 

３） 旧耐震建築物の耐震性の確保 

昭和 56年５月 31 日以前に建築確認を受けた建築物については、耐震診断を行う

とともに、必要に応じて、耐震改修により耐震性の確保を行うこと。 

 

４） 入居契約前の書面説明による状況把握・生活相談サービス以外の外部サービ

スの選択性の確保 

入居しようとする者に対し、入居契約を締結するまでに、高齢者の居住の安定確

保に関する法律（平成 13年法律第 26号）に定める状況把握サービス及び生活相談

サービス以外で入居者が日常生活を営むために必要なサービス（利用権方式の契約

において居住部分と一体として提供されるサービスを除く。）については、入居者が

その利用や事業者を選択できることについて、書面を交付して説明すること。なお、

介護保険法に定める「特定施設入居者生活介護」の指定を受ける場合はこの限りで

はない。 

 

 

（２）障がい者世帯 

第５次大阪府障がい者計画における各種の取組みとも連携し、障がい者が自らの

意思・希望で住まいの場を選択することができるよう、障がい者の住まいの確保に

向けた取組み等を進めていく必要があります。 

「公営住宅における車いす常用者世帯向け住宅の供給目標戸数」及び「公営住宅
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の障がい者グループホームとしての活用の目標量」として、次のとおり目標を設定

するべきです。 

 

公営住宅における車いす常用者世帯向け住宅の供給目標戸数 

次の①から④のすべての条件に該当する世帯数を、車いす常用者世帯向け住宅の

供給目標戸数として設定するべきです。 

 

① 車いすを使用している身体障がい者を含む世帯 

② 借家に居住する世帯 

③ 最低居住面積水準未満である世帯 

④ 収入分位が 40％以下である世帯 

 

 【公営住宅における車いす常用世帯向け住宅の供給目標戸数の考え方】 

公営住宅における車いす常用者世帯向け住宅の供給目標戸数＝１，４００戸 

  ※上記の供給目標戸数は令和３年度から令和 12 年度の累計の目標。空き家の募集戸数も含む。 

身体障がい者のいる世帯数 

386,000 世帯 

車いすを使用している 

身体障がい者の世帯数 

40,200世帯 

借家に居住する世帯数 

13,300 世帯 

最低居住面積水準未満の 

世帯数 

2,300 世帯 

収入分位が 40％以下である 

世帯数 

1,400 世帯 

身体障害者手帳所持者数（R2.3） 

「身体障がい者に占める車いす等使用者の割合」１を 

乗じて算出 

386,000×10.4％ ≒ 40,200世帯 

「借家に居住する世帯の割合」２を乗じて算出 

40,200×33.1％ ≒ 13,300世帯 

「最低居住面積水準未満の世帯の割合」３を乗じて算出 

13,300×17.2％ ≒ 2,300世帯 

「収入分位が 40％以下の世帯の割合」４を乗じて算出 

2,300×58.3％ ＝ 1,341世帯 ≒ 1,400世帯 

１ 厚生労働省「身体障害児・者実態調査」／H18（最新） 
２ 大阪府障がい者生活ニーズ実態調査／H19（項目最新） 
３ 「平成 30年住宅・土地統計調査」より借家世帯のうち最低居住面積水準未満世帯の割合を推計 
４ 「平成 30年住宅・土地統計調査」と「平成 30年家計調査」より借家世帯のうち収入分位が 0～40％の 

世帯の割合を算出 
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公営住宅の障がい者グループホームとしての活用の目標量 

公営住宅の障がい者グループホームとしての活用の目標量については、「大阪府障

がい者計画」に定める目標とするべきです。 

 

参考：「第５次大阪府障がい者計画」 

期間 活用の目標 

令和３年度～令和５年度 ２７７人分 

 

 

（３）子育て世帯 

  大阪府子ども総合計画 後期計画（令和２年３月）や第四次大阪府ひとり親家庭

等自立促進計画（令和２年３月）などにおける各種の取組みとも連携し、地域の居

場所や支援につなぐ仕組みの充実や、子育てを行いやすい住環境の整備等が必要で

す。 

親への支援と子の支援を一体的に行ったり、18才を超えた若者の支援も行うなど、

包括的で柔軟性やスピード感を持った対応が期待できる居住支援法人等の活動を

支援するため、公的賃貸住宅ストックの貸し出しを柔軟に行うべきです。また、セ

ーフティネット住宅におけるひとり親世帯向けシェアハウスの面積基準について、

面積と支援は必ずしも一致せず、狭くても適切な支援を行っていることもあるため

「市町村長の承認を得た場合はこの限りではない。」といった緩和規定も検討する

べきです。 

 

 

（４）外国人世帯 

外国人材の受入れ・共生づくりに向けた取組みの方向性（大阪府 令和２年３月）

も踏まえながら、外国人の住まいの確保に向けた取組み等を進めていく必要があり

ます。 

言語の壁は、自動通訳・自動翻訳のＩＴ環境の発展により対応できることが多く

なると期待できます。また、入居契約時の保証人についても保証会社の活用による

解決が期待できます。しかし、生活トラブルへの対応等については、ノウハウ、ネ

ットワーク、裁判外紛争解決手続きなどの専門知識などが必要となるため、大阪府

国際交流財団、市町村の外国人相談窓口、居住支援法人等の連携体制の構築が必要

です。 
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また、技能実習生などの外国人材の受入れに際して、現在は多くの場合は雇用す

る会社が住宅を提供していますが、今後は雇用の流動性や永住者在留資格保持者の

増加等により、民間賃貸住宅や公的賃貸住宅への入居が増加すると考えられます。

高齢の外国人の増加や、災害時の対応等も視野に入れて、賃貸住宅の契約者と異な

る人が居住していることがないようにする必要があり、居住支援法人等による見守

りなど日常からの支援が大切です。 

 

 

（５）性的マイノリティ及びその他の住宅確保要配慮者 

性的マイノリティ当事者が自分らしく生きることができる社会の実現のために

は、住まいの確保に向けた取組み等を進めていく必要があります。性的マイノリテ

ィは、所得階層が様々であり、公営住宅の所得要件に合わない人が多いこと、パー

トナーシップ制度がないと公営住宅に入居できないことが多いこと、公営住宅は家

族での入居が多いため地域の目が気になることから、民間賃貸住宅を活用した支援

が求められています。 

その他の住宅確保要配慮者についても、属性による特性はありますが共通する課

題等も多く、大阪府の各種計画による取組みとも連携し、居住支援体制の構築によ

る総合的な支援が必要です。また、宅地建物取引業者団体等との研修会、講習会等

の場で、入居拒否、入居差別に関する啓発を行い、宅地建物取引業人権推進員制度

の推進を図るとともに、宅地建物取引業者が、高齢者、障がい者、母子（父子）家

庭又は外国人であるという理由だけで入居申込を拒否した場合は、引き続き、宅地

建物取引業法に基づく指導監督基準により指導等を行うべきです。 
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４．参考資料 
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杉本 茂      一般財団法人 大阪府老人クラブ連合会 会長 

谷川 耕一  社会福祉法人 大阪手をつなぐ育成会 事務局長 

 

大川 浩平  社会福祉法人 岸和田市社会福祉協議会 参事 

葛西 リサ  追手門学院大学 地域創造学部 准教授 

辻 由起子  特定非営利活動法人  

西成チャイルド・ケア・センター 理事 

 

片岡 博美  近畿大学 経済学部 教授 

摺木 利幸    社会福祉法人 ヒューマンライツ福祉協会  

理事長 

中谷 文彦    公益財団法人 大阪府国際交流財団 常務理事 

 

 

第 1 回部会及び 

第 4 回部会専門家 

第 2 回部会及び 

第 4 回部会専門家 

第 3 回部会及び 

第 4 回部会専門家 
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大阪府住宅まちづくり審議会居住安定確保計画推進部会審議経過 

 

○第１回居住安定確保計画推進部会（令和３年４月 26日開催） 

・高齢者及び障がい者の住まいの確保について 

 

 

○第２回居住安定確保計画推進部会（令和３年５月 24日開催） 

・住宅確保要配慮者の居住の安定確保、居住支援の体制の整備について 

 

 

○第３回居住安定確保計画推進部会（令和３年６月 21日開催） 

  ・入居拒否への対応について 

 

 

○第４回居住安定確保計画推進部会（令和３年７月 26日開催） 

・高齢者向け住宅の供給目標の変更案について 

 ・答申（案）について 
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法定計画について 

 

○大阪府賃貸住宅供給促進計画で定めるべき事項（住宅セーフティネット法より抜粋） 

第五条 都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内における住宅確保要配慮者

に対する賃貸住宅の供給の促進に関する計画（以下「都道府県賃貸住宅供給促進計画」と

いう。）を作成することができる。 

２ 都道府県賃貸住宅供給促進計画においては、次に掲げる事項を記載するものとする。 

一  当該都道府県の区域内における住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の目標 

二  次に掲げる事項であって、前号の目標を達成するために必要なもの 

イ 住宅確保要配慮者に対する公的賃貸住宅の供給の促進に関する事項 

ロ 住宅確保要配慮者の民間賃貸住宅への円滑な入居の促進に関する事項 

ハ 住宅確保要配慮者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する事項 

三 計画期間 

３ 都道府県賃貸住宅供給促進計画においては、前項各号に掲げる事項のほか、当該都道府

県の区域内における住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関し必要な事項を

記載するよう努めるものとする。 

 

 

 

○大阪府高齢者居住安定確保計画で定めるべき事項（高齢者住まい法より抜粋） 

第四条 都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内における高齢者の居住の安

定の確保に関する計画（以下「都道府県高齢者居住安定確保計画」という。）を定めること

ができる。 

２ 都道府県高齢者居住安定確保計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該都道府県の区域内における高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の目標 

二 次に掲げる事項であって、前号の目標を達成するために必要なもの 

イ 高齢者に対する賃貸住宅及び老人ホームの供給の促進に関する事項 

ロ 高齢者が入居する賃貸住宅の管理の適正化に関する事項 

ハ 高齢者に適した良好な居住環境を有する住宅の整備の促進に関する事項 

ニ 老人福祉法（昭和三十八年法律第百三十三号）第五条の二第三項に規定する老人 

デイサービス事業その他の高齢者がその居宅において日常生活を営むために必要な 

保健医療サービス又は福祉サービスを提供するものとして政令で定める事業（以下 

「高齢者居宅生活支援事業」という。）の用に供する施設の整備の促進に関する事項 

ホ ニに掲げるもののほか、高齢者居宅生活支援体制の確保に関する事項 

三 計画期間 

 

 

 


